
川崎市基金条例 (昭和46年３月23日条例第２号)

最終改正:平成28年６月20日条例第53号

改正内容:平成28年６月20日条例第53号[平成28年６月20日]

（趣旨）
第１条 本市が設置する基金については、法令その他別に定めるものを除くほか、この条例の定めるところによる。
（定義）

第２条 この条例において「積立基金」とは、特定の目的のために資金を積み立てるための基金をいい、「運用基金」と
は、特定の目的のために定額の資金を運用するための基金をいう。
（種類及び目的）

第３条 基金の種類及び設置の目的は、次の各号の表に掲げるとおりとする。
(１) 積立基金

基金の種類 設置の目的
市営住宅等敷金基金 市営住宅及び特定公共賃貸住宅の敷金の返還に充てる。
奨学事業基金 奨学事業の資金に充てる。
財政調整基金 財政の健全な運営に資するための資金に充てる。
勤労者福祉共済事業基
金

勤労者福祉共済事業の資金に充てる。

民間社会福祉事業従事
者福利厚生等事業基金

民間社会福祉事業従事者の福利厚生事業及び研修事業の資金に
充てる。

公害健康被害補償事業
基金

公害健康被害者の健康回復促進事業の資金に充てる。

公共下水道事業基金 公共下水道整備事業の資金に充てる。
港湾整備事業基金 港湾整備事業の資金に充てる。
庁舎整備基金 庁舎整備の資金に充てる。
減債基金 市債の償還の資金に充てる。
文化振興基金 文化振興事業の資金に充てる。
緑化基金 都市緑化推進事業の資金に充てる。
市営住宅等修繕基金 市営住宅及び特定公共賃貸住宅の修繕の資金に充てる。
心身障害者福祉事業基
金

心身障害者の総合福祉事業の資金に充てる。

災害遺児等援護事業基
金

災害遺児等援護事業の資金に充てる。

国際交流基金 国際交流事業の資金に充てる。
地域環境保全基金 地域環境保全に関する知識の普及その他地域環境保全活動の推

進を図る事業の資金に充てる。
長寿社会福祉振興基金 地域福祉事業の資金に充てる。
都市整備事業基金 都市計画事業及び都市施設の整備事業の資金に充てる。
資源再生化基金 資源再生化事業の資金に充てる。
鉄道整備事業基金 鉄道及び軌道整備事業並びに新駅設置及び駅改良の資金に充て

る。
競輪施設等整備事業基
金

競輪施設等の整備事業の資金に充てる。

介護保険給付費準備基
金

介護保険事業の保険給付等の資金に充てる。

競輪事業運営基金 競輪事業の円滑な運営のための資金に充てる。
地球環境保全基金 地球温暖化対策等の資金に充てる。
等々力陸上競技場整備
基金

等々力陸上競技場整備の資金に充てる。

学校施設整備基金 市立学校の施設整備の資金に充てる。
大規模災害被災者等支
援基金

大規模災害の被災者等の支援事業の資金に充てる。
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(２) 運用基金

２ 前項に規定する設置の目的のほか、金融機関に預金保険法（昭和46年法律第34号）第49条第２項に規定する保険事
故が発生した場合は、基金を相殺による借入金の償還その他の債務の履行の資金に充てることができる。
（運用基金の額）

第４条 土地開発基金の額は、270,000,000円とする。
２ 前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、予算の定めるところにより、基金に追加して積み立て、又は
基金の一部を処分することができる。
３ 前項の規定により積立て又は処分をしたときは、基金の額は積立額相当額増加し、又は処分額相当額減少するものと
する。
（積立て及び処分）

第５条 次条に定めるもののほか、積立基金の積立て及び処分の額は、それぞれ毎会計年度の歳入歳出予算の定めるとこ
ろによる。
（歳計剰余金の財政調整基金への編入）

第６条 各会計年度において一般会計の歳入歳出の決算上剰余金を生じたときは、当該剰余金の全部又は一部を翌年度に
繰り越さないで財政調整基金に編入するものとする。この場合において、当該基金に編入する額は、市長が定める。
（管理）

第７条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。
２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。
（運用益金の処理）

第８条 積立基金及び運用基金から生ずる収益は、毎会計年度の歳入歳出予算に計上してその基金に編入し、又はその基
金の目的とする事業に充てることができる。
（繰替運用）

第９条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて基金に属する現金を歳
計現金に繰り替えて運用することができる。
（委任）

第10条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。
附 則

（施行期日）
１ この条例は、昭和46年４月１日から施行する。
（関係条例の廃止）
２ 川崎市基金条例（昭和39年川崎市条例第11号。以下「旧条例」という。）は、廃止する。
（経過措置）
３ この条例施行の際、次の左欄に掲げる旧条例による基金は、当該右欄に掲げるこの条例（以下「新条例」という。）
による基金とみなす。

４ 旧条例による減債基金は、新条例による財政調整基金に編入するものとする。
附 則（昭和46年12月24日条例第63号）

この条例は、昭和47年４月１日から施行する。
附 則（昭和47年３月28日条例第19号）

この条例は、公布の日から施行する。
附 則（昭和48年２月15日条例第２号抄）

（施行期日）
１ この条例は、公布の日から施行し、昭和48年１月１日から適用する。

附 則（昭和49年３月30日条例第４号抄）

川崎市藤子・Ｆ・不二
雄ミュージアム事業基
金

川崎市藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム事業の資金に充てる。

動物愛護基金 動物愛護事業の資金に充てる。

基金の種類 設置の目的
土地開発基金 公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得

する必要のある土地をあらかじめ取得する資金に充てる。

旧条例の基金 新条例の基金
市営住宅敷金積立基金 市営住宅敷金基金
奨学事業基金 奨学事業基金
財政調整基金 財政調整基金
職員厚生事業基金 職員厚生事業基金
公益質屋貸付基金 公益質屋貸付基金
土地開発基金 土地開発基金
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